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Abstract 
The purpose of this study is to identify the changes in Key Audit Matters 
(KAM) in Japan from 2020 to 2021. Since KAM is still in its introduction 
stages in Japan, previous studies have mainly focused on describing the 
snapshot of KAM in 2020. In addition, text analysis, which has recently been 
attracting attention in other countries, has been rarely utilized. In this study, 
we will approach the changes in KAM from 2020 to 2021 through descriptive 
statistics and text analysis. Our analysis revealed that, in 2020-2021, (1) the 
number of KAM items decreased, (2) text length increased, (3) modification 
patterns such as adding, detailing, or simplifying were found, and (4) 
COVID-19 affected KAM. The results can be interpreted in four ways: 
refinement process, boilerplate, context-dependence, and qualitative 
differences between early and mandatory adoption. 
 





Audit Matters、以下、「KAM」と表記する。）について、2020 年 3 ⽉期と 2021
年 3 ⽉期の変化を定量的・定性的に明らかにすることである。より具体的な問
いは、第 1 に、KAM の項⽬はどのように変化したのか、そして第 2 に、KAM
p.25
の記述内容はどのように変化したのか、である。なお、⽇本における KAM の強






企業会計監視委員会（Public Company Accounting Oversight Board、以下
「PCAOB」と表記する。）によると、⽶国の監査報告書に関する記述ではあるが、
























⾏い、2017 年 6 ⽉に『「監査報告書の透明化」について』を⾦融庁が公表した。
この意⾒書のなかで、KAM の監査報告書への記載に関して、「会計監査の在り
⽅に関する懇談会」で交換された意⾒を集約し、「透明化」の導⼊に関して具体
的に検討を進めていくことが課題とされた。以上を踏まえ、2017 年 10 ⽉ 17 ⽇
開催の企業会計審議会第 38 回監査部会より、KAM に関する議論が本格化し、
2018 年 7 ⽉に「監査基準の改訂に関する意⾒書」が企業会計審議会から公表さ
れ、KAM が 2021 年 3 ⽉期の決算から強制適⽤となり、それ以前の決算期の監
査から早期適⽤することを妨げないとされた5。 
 ⽶国では KAM に類似する概念である CAM（Critical Audit Matters、以下
「CAM」と表記する。）が⼤規模早期提出会社の監査においては 2019 年６⽉ 30
⽇以降終了事業年度の監査から、それ以外の監査においては 2020 年 12 ⽉ 15
⽇以降終了事業年度の監査から適⽤されている（PCAOB, 2017, p. 114）。⽶国
では 2008 年に、⽶国財務省の監査職業専⾨家に関する諮問委員会（Advisory 
Committee on the Auditing Profession）が PCAOB に監査報告書の改善を推奨
し、PCAOB は 2010 年から監査報告書に関する基準設定プロジェクトを開始し、
最終的に 2017 年 6 ⽉ 1 ⽇に CAM に関する事項が決定した。 
国際監査基準（International Standard on Auditing、以下「ISA」と表記する。）
については、2009 年に ISA の設定主体である国際監査・保証基準審議会
（International Auditing and Assurance Standards Board、以下「IAASB」と
表記する。）と⽶国公認会計⼠協会の監査基準委員会（Auditing Standards Board 
of the American Institute of Certified Public Accountants）は共同で、財務諸
表監査と監査報告書に関して財務諸表利⽤者の様々な階層における認識を明ら
かにするために学術的研究を委託し、2009 年 9 ⽉までに４つの報告書が完成し
た6。2012 年 6 ⽉には「監査報告書の改善」として２か⽉間の意⾒の募集を⾏っ
た。2013 年 7 ⽉に公開草案を公表し意⾒を募集し、2014 年 9 ⽉に IAASB の会
議において最終的に承認に⾄ることとなり、2015 年 1 ⽉ 15 ⽇に、IAS は、IAS701
を開発し公表するとともに、関連する IAS700、IAS705、IAS706、IAS570、IAS260
を改訂した。さらに上記開発と改訂と並⾏して IAS720 を 2015 年 4 ⽉に改訂・




 このように、諸外国でも KAM の導⼊からそれほどの時間が経過しているわけ
ではないが、ある⼀時点の分析だけでなく、時系列の変化も重要な論点となっ
ている（⼩松, 2018）。そこで、本研究では、⽇本で導⼊された KAM の初年度
から 2 年度の変化に注⽬する。その際、記述統計に加えて、近年、ディスクロ
ージャ研究で注⽬されているテキスト分析（Dyer et. al, 2017; Lang & 
Stice-Lawrence, 2015; Melloni et. al, 2017）を簡易的に適⽤することで、記述
内容についても定量的・定性的に変化を測定していく。 
 本論⽂は、以下のような構成になっている。第 2 節においては先⾏研究を主
に諸外国・⽇本の両⾯から整理していく。第 3 節においては、分析の⽅法を整




（１）諸外国における KAM の研究動向 
KAM は⽇本においては 2021 年 3 ⽉期より強制適⽤になっているが、諸外国
においては、導⼊後数年が経過している。そのため、KAM についての先⾏研究
については、まず、諸外国の動向を確認する必要がある。 
 ⼩松（2020）は、諸外国の研究動向は、⼤きく分けて第 1 に制度化の研究、
第 2 に経験的研究の 2 種類に分類されると述べている。第 1 の制度化の研究に


















（２）⽇本における KAM の研究動向 
 ⽇本においては 2020 年から早期適⽤が始まったことから、研究の動向は、第
1 に KAM を作成する際の留意点に関する研究（「制度化研究」）と、第 2 に KAM
の内容についての分析（「アーカイバル研究」内③内容の分析）に分類されそう
である。 
 第 1 の KAM を作成する際の留意点については、例えば、すでに KAM を導⼊
している諸外国で認識されている傾向と課題を明らかにした研究（千代⽥, 
2019; 松本, 2020）や、監査事務所へのアンケートを⽤いた研究（⼩平, 2021; 松
本, 2020；⽔⼝, 2020）、作成プロセスや作成にあたっての留意点を明らかにし
た研究（⼩平, 2021; 永井, 2020; 弥永, 2020; 結城, 2020）などがみられている。 
 第 2 の研究領域が、KAM の早期適⽤企業における状況の整理である。早期適
⽤企業数・KAM の個数・KAM の内容を、業種・会社規模・適⽤されている会
計基準といった軸で集計することで、早期適⽤の実態を明らかにしている（⼤
瀧, 2020; 加藤, 2021; 佐久間, 2021; 住⽥, 2020; 中村, 2020; 鉛⼭; 2021; ⽇本
会計⼠協会, 2020; ⽔⼝, 2020）。また、特徴的な企業をいくつか取り上げて、
KAM の内容を質的に分析する研究もある（⼤瀧, 2020; 加藤, 2021; 中村, 2020; 





で、テキスト分析を⾏っている 3 つの研究を整理する。 
 まずは、早期適⽤企業の KAM の⽂字数について集計されている（住⽥, 2020）。
⽂字数は情報量（Dyer. Et al, 2017; Lang and Stice-Lawrence, 2015）や簡潔さ
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p.29












 最後に、テキスト分析の⼀種であるテキストマイニングを KAM に適⽤した研
究がある。⽮澤（2020）は、監査論におけるテキスト分析の重要性を述べたの
ちに、三菱ケミカルホールディングスの 2019 年 3 ⽉期に試⾏的に公開された


























 ⽇本の経営学者と HR 総研による質問票調査（期間は 2020 年 4 ⽉ 17-24 ⽇。
回答 314 社）によると、2020 年 4 ⽉下旬という感染拡⼤初期においてすら、業









の感染拡⼤以前の 2019 年 3 ⽉期に有価証券報告書の「事業等のリスク」部分に
パンデミック関連⽤語について⾔及している 65 社について、2020 年 3 ⽉期の
有価証券報告書の記述と⽐較している。その結果、2020 年 3 ⽉期にはパンデミ
ックに関する記述が、より詳細で具体的になったこと、産業間でとらえ⽅が異
なっていることが明らかにした。 
 このように、2020 年 3 ⽉期すなわち、2020 年 6 ⽉末時点でも有価証券報告
書の記載に影響があるのであれば、2021 年 6 ⽉末時点の有価証券報告書におい














 本研究では、2020-2021 年の KAM の⽐較分析を⾏うにあたり、2020 年 3 ⽉
末に KAM を早期適⽤した 47 社をサンプルとした。⽮澤（2020）も分析してい
るように、三菱ケミカルホールディングスは試⾏的に 2019 年 3 ⽉期に KAM を




12 ⽉期に KAM を公開したキヤノンを除き、2020 年 3 ⽉期に KAM を公開して
いた 47 社を対象とした（表 1）。 



































 こうして得られたデータを記述統計、テキスト分析の 2 種類の⽬的に合わせ
企業名 業種 企業名 業種
マルハニチロ ⽔産農林業 AOKIホールディングス ⼩売業
三菱ケミカル 化学 綿半ホールディングス ⼩売業
⽇本酸素ホールディングス 化学 みずほフィナンシャルグループ 銀⾏業
エーザイ 医薬品 りそなホールディングス 銀⾏業
武⽥薬品⼯業 医薬品 三井住友フィナンシャルグループ 銀⾏業
ENEOSホールディングス ⽯油⽯炭製品 三井住友トラスト・ホールディングス 銀⾏業
⽇⽴⾦属 鉄鋼 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 銀⾏業
住友⾦属鉱⼭ ⾮鉄⾦属 新⽣銀⾏ 銀⾏業
⽇⽴建機 機械 岡三証券グループ 証券商品先物取引業
ソニーグループ 電気機器 松井証券 証券商品先物取引業
三菱電機 電気機器 ⼤和証券グループ本社 証券商品先物取引業
⽇⽴製作所 電気機器 野村ホールディングス 証券商品先物取引業
富⼠通 電気機器 第⼀⽣命ホールディングス 保険業
デンソー 輸送⽤機器 オリックス その他⾦融業
トヨタ⾃動⾞ 輸送⽤機器 ⽇本取引所グループ その他⾦融業
本⽥技研⼯業 輸送⽤機器 三井不動産 不動産業
オリンパス 精密機器 三菱地所 不動産業
四国電⼒ 電気ガス業 東急不動産ホールディングス 不動産業
東急 陸運業 野村不動産ホールディングス 不動産業
ソフトバンク 情報通信業 メンバーズ サービス業
三井物産 卸売業 綜合警備保障 サービス業
三⾕産業 卸売業 三菱UFJ銀⾏ その他（⾮公開企業）










計⼠協会（2020）の 13 基準を⽤いた（表 2）。なお、⽬視による項⽬のラベリ
ングや分類・整理は、公認会計⼠資格を持つ筆者が 1 ⼈で⾏っている。 
 






















































⽂書⽐較ツールによる結果は図 1 のように表⽰される。図 1 の「旧⽂」部分に






図 1 ⽂書⽐較ツール 
出所：「⽂書⽐較ツール」（http://lab.hidetake.org/diff/）。最終閲覧⽇：2021 年 9 ⽉ 1 ⽇。 
 
















































本研究では、「内容・理由」「対応」ともに最頻出 60 語に加え、中程度出現 60
語の共起ネットワークを⽤いる。ただし、「対応」については同じ回数出現した
単語があったため最頻出 61 語とした。 
 以上のテキストマイニングのために⽇本語テキストマイニング・ソフトウエ






 表 3 では、2020-2021 年にかけての、KAM 項⽬数の変化を整理している。表
3 から明らかなように、継続項⽬が 117 項⽬であった。2020 年のみに記載され
ていた項⽬（表 3 の「消滅」）が 43 項⽬に対し、2021 年に現れた項⽬（同「新
規」）は 33 項⽬であり、全体として KAM の項⽬が 160 個（＝117+43）から 150
個（＝117+33）へと 10 項⽬減少している。連結・単体基準で整理すると、連
結の KAM 項⽬が 24 個から 16 個へと、8 個減少していることが分かる。それゆ
え、KAM 項⽬の減少は連結が⼤部分であるといえる。 
 























変化を整理し直したのが、図 2 である。図 2 からは、2020-2021 年にかけて「の
れんの評価」が、27 個から 19 個へと減少したことと特徴的である。続いて、「関
係会社株式の評価」が 3 増加し、「IT システムの評価」が２減少している。 
 


















に、「内容・理由」「対応」ともに、2020 年から 2021 年にかけて⽂字数が増加
している。そして、その増加率はおおむね 1.1 程度であり、1 割程度多めに記述













 続いて、差分データを整理したのが、表 5 である。表 5 からは、第 1 に、「内
容・理由」「対応」ともに、おおむね 2 割程度を削除し、3 割程度を追記してい












重複も含めてカウントした結果が表 6 である。表 6 より、「内容・理由」につい








連単別 2020年3⽉末 2021年3⽉末 総計
単体 506.3 534.8 521.2
連結 688.4 789.8 737.1
全平均 647.4 724.1 685.0
単体 415.1 394.1 404.6
連結 578.1 655.2 615.1




「内容・理由」削除率 9.0% 21.8% 19.4%
「内容・理由」追加率 21.4% 36.1% 33.3%
「対応」削除率 25.0% 21.4% 22.0%
















図 3 修正のパターン 











【b ④記述内容の精緻化 第⼀⽣命ホールディングス 「内容・理由」】 
 
【c ⑤記載内容の簡素化 住友商事 「対応」】 
 
（３） 新型コロナウイルスの KAM への影響 
 表 7 は、「コロナ」という単語が含まれている「内容・理由」「対応」の数を
⽰している。表 7 からは、第 1 に、「内容・理由」「対応」ともに、「コロナ」が
含まれている⽂書が、2020-2021 年にかけて 2 割程度増えているということで
ある。第 2 が、1 割程度ではあるが、「対応」のほうが「内容・理由」よりも「コ
ロナ」という単語を⽤いていることである。 
 





「内容・理由」 28 34 62
「対応」 30 38 68
監査上の主要な検討事項（KAM）の導入2年目の変化 ―項目と文章内容についての予備研究―
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「コロナ」なし 613.8 689.7 649.4
「コロナ」あり 795.3 859.7 830.6
「コロナ」なし 507.7 518.4 512.6





図 4 「内容・理由」の共起ネットワーク 



























 図 5 は「対応」についての共起ネットワークである。図 5-a の最頻出 61 語の
共起ネットワークでは、「内容・理由」の図 4-a と同様に、多くの単語が 2020
監査上の主要な検討事項（KAM）の導入2年目の変化 ―項目と文章内容についての予備研究―
p.44










図 5 「対応」の共起ネットワーク 
































本研究は⽇本における KAM の、導⼊最初期 2 年間の変化を定量的・定性的
に明らかにすることを⽬的としている。2020 年 3 ⽉期の KAM 早期適⽤企業を
サンプルに、記述統計と簡易的なテキスト分析を⾏ったところ以下の点が明ら
かになった。第 1 に、KAM の項⽬は減少した。特にのれんの評価についての項
⽬が減少している。第 2 に、KAM の⽂字数は増加した。そして、修正において
は最新事情の追加、詳細な説明、説明の簡略化というパターンが顕著にみられ











も発⽣しつつある可能性である。2020 年 3 ⽉期時点では、個々の監査法⼈の担


















ことが指摘されている。例えば、2004 年 3 ⽉から早期適⽤が開始された固定資
産の減損について、経営者は⾃社の状況をもとに早期適⽤するかどうかを判断
する、と指摘されている（榎本, 2007; 吉⽥, 2011）。本研究の結果も、固定資産
の減損と同様に、2020 年 3 ⽉期の早期適⽤時は⾃社の状況が特に反映され、強
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